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要　　　旨
平成の大合併から約10年が経過した。群馬県においては70市町村が35市町村ま
で減少し，半減した。枠組みとしては，前橋市・高崎市・伊勢崎市といった大規
模な合併のみならず，中規模な市と周辺の町村との合併，周辺町村との合併もあ
った。他方，合併を選択しなかった自治体も存在する。最近では，桐生市とみど
り市がさらなる合併を模索した動きもある。
本論文では，群馬県内での平成の大合併を振り返るとともに，合併によって新
たにできた市議会，町議会，特に合併した結果周辺部となった地域に地盤を置く
議員ついての考察を行う。
Abstract
About 10 years have passed since massive municipal mergers took place in Japan
(Heisei no Dai Gappei). In Gunma Prefecture 70 municipalities were reduced to 35. As a
framework, not only were large-scale municipalities, such as those involving the cities of
Maebashi, Takasaki, Isesaki, etc., merged, but medium-sized cities were also merged with
surrounding towns and villages. On the other hand, some local governments did not
select to merge. In recent years, however, there has been a movement in the cities of
Kiryu and Midori to merge together. This article aims to be a review of the massive
municipal mergers in Gunma Prefecture, and it considers the changes of the local
authority representatives based on the peripheries of the municipalities.
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１．はじめに
1990年代後半から2000年代半ばまで行われた平成の大合併から約10年経過しようと
している。10年前ほどは，合併の是非，合併の枠組み，合併特例債などが複雑に絡み
合いながら，幾度となく首長選，議会選の争点となったり，住民投票が行われたりと，
行政，議会，そして住民を巻き込んだものであった。
群馬県には，平成の大合併が始まる前は，70市町村あったが，最終的には35市町村
と半減した。また，2014年に入り，飛び地合併となった桐生市がその間にあるみどり
市との合併を模索するなど新たな動きも出ている。
本論文では，群馬県内での平成の大合併を振り返るとともに，編入合併，新設合併
問わず，新たにできた市議会，町議会，特に合併した結果周辺部となった地域に地盤
を置く議員ついての考察を行う。
２．群馬県内の市町村合併の展開
（1）国の動き
平成の大合併の法的根拠は，「市町村の合併の特例に関する法律（旧合併特例法）」
であった。この法律では，1999年から2005年まで合併特例債などの手厚い財政的な優
遇策が行われ，合併を促すこととなった。この1999年から10年弱の間に行われたもの
が一般的に平成の大合併と呼ばれている。実際，1999年４月に3,229あった市町村は，
「市町村の合併の特例に関する法律」の経過措置が終了した2006年3月までに1,821へ
と減少し，2015年２月時点では，1,718となっている。
この時期に国が市町村合併を推進した理由は，人口減少と高齢化，財政の悪化等に
関して合併を行い，規模を拡大することによる効率化や地方分権の受け皿論という考
えもあった。そこで，国は，合併特例債などの優遇措置を設けて合併を推進するに至
ったものと考えられる。
また，総務省は，国庫補助負担金の改革，税源移譲，地方交付税交付金の改革を行
った三位一体改革を「平成16年から平成18年の３年間でおよそ５兆円程度抑制され，
これが先述の巨額の債務や社会福祉経費の増大などと相俟って，地方財政を大幅に悪
化させる結果となった」と論じ，さらに「各市町村の合併時期は，平成17年度に集中
し，財政的な理由で合併を選択する市町村が多かったと考えられる」と振り返ってい
る1。
なお，「平成の大合併」は，1999年４月１日から2010年３月31日までで，2005年３
月31日までの「市町村の合併の特例に関する法律（旧合併特例法）」と2005年４月１
日から2010年３月31日までの「市町村の合併の特例等に関する法律（新合併特例法）」
の二つの期間に大別できる。
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（2）群馬県の方針
群馬県は，2001年４月に『これからの広域行政』と題した市町村合併推進要綱を公
表した。このなかで群馬県の市町村合併についての考え方は，「関係する市町村が自
ら判断し決定していくことが望ましい」とし，「市町村が民主主義の基礎単位であり，
最小の政治単位である」ことと，「行政の効率性」のこの二つのバランスをとりなが
ら市町村合併を検討する必要があると考えていた2。そして，長期的には前橋市と高
崎市を中心としたより大きな県央都市づくりなども視野に入れていたようである3。
また，群馬県は，中毛（前橋市・伊勢崎市・渋川市など），西毛（高崎市・安中
市・富岡市など），東毛（太田市・桐生市など），北毛（沼田市・中之条町など）と県
内を四つに分けている。そして，市町村の組み合わせに関しては，「都市及び農山漁村
地域を一体として形成している日常生活圏を単位とする地域の総合的な振興整備を推
進するために設立された広域市町村圏をもとに10地域の組み合わせ案を示している4。
しかし，「群馬県は市町村合併を積極的には推進しておらず，合併パターンを提示す
ることもなかった」5との議論もあるものの，実際，群馬県の市町村合併の進捗率は，
50パーセントであり，全国平均の46.6パーセントを上回っている。とはいえ，群馬県
を代表する前橋市，高崎市，伊勢崎市などが合併して，政令指定都市を目指すという
ような動きもなかったのも特徴といえるであろう6。
群馬県は，2006年９月に『群馬県市町村合併構想　群馬県におけるこれからの市町
村合併』を策定し，2008年，2009年に変更が行われている。このなかで，群馬県は，
「住民福祉の向上のためには，県内分権を進め，市町村の基礎的な力を強くしていく
必要がある」とし，
・合併したくても合併できなかった市町村がある
・分権を受け，自立していくという，将来見通しに目処が立たない小規模な町村が存
在する
・地方交付税の削減をはじめとする厳しい状況変化に対応するため，新たな合併を模
索している地域がある
の３点を課題として考えている。
（3）群馬県内の市町村合併の動き7
平成の大合併が始まる前まで，群馬県には70市町村（11市，33町，26村）があった。
これが35市町村（12市，15町，８村）となった。群馬県内では，法定協議会・任意協
議会に参加した自治体は，65市町村あったが，そのうち50市町村が合併し，15市町村
に集約された8。
群馬県は関東平野の北限に位置しているものの，県内でその環境が大きく異なる。
堀　田　　　学
48
群馬県の人口は，約200万人であるが，半分超が前橋・高崎・伊勢崎・太田・桐生に
居住している。したがって，人口の偏在は平野と山間地で激しい。
群馬県内の関東平野に位置する都市としては，県庁所在地である前橋市，交通の要
衝である高崎市が，県内で上位２つの市である。合併前の2000年国勢調査での人口は，
前橋市（284,155人），高崎市（239,904人），それに次ぐ都市としては，太田市
（147,906人），伊勢崎市（125,751人），桐生市（115,434人）などがある。関東平野が
終わると急勾配な山間地が出現する。長野県境には，上野村（1,329人）や南牧村
（2,254人），福島県境には尾瀬で有名な片品村（4,849人）と１万人未満の村が存在し
ている9。特に南牧村は住民の半数以上が65歳以上の村である10。このような地理的な
制約により，山間地では人口減少が著しく，群馬県の平成の大合併の動きは山間地の
自治体から始まった。群馬県の最初の動きは，万場町と中里村の合併であった。この
合併は，昭和の頃から幾度となく合併の動きがあった地域であり，（旧）合併特例法
が後押ししたという側面もある。両自治体とも過疎に悩み，高齢化に苦しむ自治体で
あった。両自治体は，2003年４月１日に新設合併をして神流（かんな）町として新た
な自治体としてスタートした。その後，都市部へ合併の動きは波及し，大胡（おおご）
町，宮城村，粕川村が2004年12月５日に前橋市へ編入合併をした。また，2009年５月
５日に富士見村が前橋市に編入合併をした。2005年から2006年にかけては，全国的に
も合併のピークであったが，群馬県においても同様であった。2005年には５つの合併
が行われた。2005年１月１日には，新設合併で伊勢崎市（伊勢崎市・赤堀町・境町・
佐波郡東村）が誕生した。同年２月13日には，沼田市に白沢村と利根村が編入合併，
３月28日には新設合併で太田市（太田市・尾島町・新田町・藪塚本町），６月13日に
は桐生市に新里村と黒保根村が編入合併，10月１日には新設合併でみなかみ町（水上
町・月夜野町・新治村）が誕生した。2006年は，１月１日に藤岡市に鬼石（おにし）
町を編入合併が行われ，２月20日に新設合併で渋川市（北橘村・赤城村・子持村・小
野上村・伊香保町），３月18日には新設合併で安中市（安中市・松井田町），３月27日
に新設合併で富岡市（富岡市・妙義町），新設合併でみどり市（笠懸町・大間々町・
勢多郡東村），新設合併で東吾妻町（吾妻郡東村・吾妻町）がそれぞれ誕生した。
2010年３月28日には中之条町が六合村を編入した。
高崎市では，2006年に編入合併を行っている。ただ，その経緯が複雑なので，ここ
で別途，説明すると，2006年１月23日に倉渕村，箕郷町，群馬町，新町を編入合併，
10月１日に榛名町を編入合併，そして2009年６月１日に吉井町を編入合併して，現在
の高崎市に至っている11。表１は，群馬県内の市町村合併の組み合わせ等の一覧であ
る。
そして，2014年になって平成の大合併の際に桐生競艇の扱いを巡って合併が遂げら
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れなかった桐生市とみどり市が合併に向けての新たな動きが出ている。
平成の大合併の類型論もいくつかある。森田朗によると，人口数十万人の都市同士
が政令指定都市をめざす「政令指定都市指向型」，東京・大阪・名古屋周辺の面積が
狭く，人口が多い市町村が合併する「大都市周辺型」，一定規模の地方都市が周辺部
町村と一体化して規模の大きな都市を形成する「地方都市拡大型」，中山間地域にあ
る小規模自治体の「小規模町村統合型」の四類型を示している12。また，戸所隆は，
合併の枠組みを「大都市化型」「自立都市化型」「生き残り型」の３つの類型に分類で
き，「大都市化型」は，複数中心都市の対等合併により政令指定都市を目指す動き，
「自立都市化型」は，中小都市連合型で，「中心都市と周辺町村で合併する」Ａ型，
「中心都市とは合併せず周辺町村のみで合併する」Ｂ型，「生き残り型」は中山間地域
の小規模町村合併であるという13。
これらの類型を群馬県内に当てはめてみると，森田の「政令指定都市指向型」や
「大都市周辺型」は群馬県内にはなく，「地方都市拡大型」が多く，山間地では「小規
模町村統合型」がいくつかあった。また，戸所の「大都市化型」はなく，「自立都市
化型」のＡ型は，前橋市・高崎市・伊勢崎市・太田市・桐生市・藤岡市・安中市・富
岡市・渋川市・沼田市と考えられ，Ｂ型は，みどり市といえよう。「生き残り型」は，
神流町・みなかみ町・中之条町・東吾妻町とできるであろう。
３．合併自治体の議員数の変化
平成の大合併から約10年が経過し，ここでは合併した市議会・町議会に焦点を当て
て，合併前後の議員数の変化と合併後の周辺部の代表性について考察していく14。
表１
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「市町村議会議員選挙は，大選挙区単記非移譲式投票制度であり，人口の少ない周
辺部等からは代表を出すことが不利な制度である」15との指摘もあり，この変化を見
ていくことは，地方公共団体の議事機関である議会を考えるうえで重要であると考え
る。市町村合併は，「自治体の政治にも大きな影響を及ぼし，①市町村長数の減少，
②市議会議員数の減少，③選挙区の広域化がもたらされ，平成の大合併は市民と自治
体政治との間の希薄化につながる可能性がある」16という。また，「選挙区が広域化す
ればするほど，信託を担保する直接請求の現実的可能性を希薄化させることは明らか
である」17とも述べている。
（1）選挙と議員構成の変化18
①前橋市
前橋市は，二段階の編入合併を行った。2004年12月５日の前橋市への大胡町・宮城
村・粕川村の編入については，合併後の議員の扱いについて，前橋市議として在任特
例を用いることとなった。合併後の最初の一般選挙については，「合併後の最初の一
般選挙により，選出される議会の議員の任期に限り，議員定数を46人とし，合併前の
前橋市の選挙区のほかに，3町村ごとに選挙区を設ける」こととなった19。
富士見村とは2009年５月５日に編入合併した。こちらは，2009年２月に合併後最初
の前橋市議選が行われ，編入した５月31日富士見選挙区（定数３）で増員選挙を行っ
た。そして，2013年２月17日に合併した前橋市を一つの選挙区とする市議選が行われ
た。
合併前最後の市町村議会選挙の定数
前橋市36人，大胡町18人，宮城村16人，粕川村18人，富士見村18人
2004年12月５日　前橋市・大胡町・宮城村・粕川村合併
2005年２月20日　前橋市議選（選挙区）
（定数46人　前橋36人，大胡５人，宮城２人，粕川3人）
2009年２月15日　前橋市議選（定数40人　前橋34人，大胡２人，宮城２人，粕川２人）
2009年５月５日　前橋市・富士見村合併
2009年５月31日　富士見選挙区（定数３人で増員選挙）
2013年２月17日　前橋市議選（定数38人　前橋32人，大胡１人，宮城１人，粕川２人，
富士見２人）
②高崎市
高崎市は，周辺６町村との編入合併であったが，紆余曲折もあり合併は３度行われ
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て現在の高崎市となった。2006年１月23日には高崎市に倉渕村・箕郷町・群馬町・新
町が編入合併，同年10月１日には榛名町が編入合併した。2007年４月までは旧町村議
会議員は高崎市議会議員とする「在任特例」を適用し，2007年４月に行われた高崎市
議会議員選挙は旧町村に選挙区を設ける選挙であった。2009年６月１日には吉井町が
高崎市に編入合併し，こちらも同様に旧吉井町議を在任特例で，高崎市議としたうえ
で，2011年４月の高崎市議選は旧吉井町のみ選挙区が設定され，その他は一つの選挙
区として選挙が行われた。
合併前最後の市町村議会の定数
高崎市32人，倉渕村14人，榛名町20人，箕郷町18人，群馬町20人，新町14人，
吉井町16人
2006年１月23日　高崎市・倉渕村・箕郷町・群馬町合併
2006年10月１日　高崎市・榛名町合併
2007年４月22日　高崎市議選（選挙区制）（定数46人　高崎32人，倉渕１人，箕郷３
人，群馬５人，新町２人，榛名３人）
2009年６月１日　高崎市・吉井町合併
2011年４月24日　高崎市議選（定数41 吉井は選挙区制で定数３人）
その他は，全域市議選で，高崎26人，群馬４人，箕郷２人，榛名
３人，新町２人，倉渕１人）
③伊勢崎市
伊勢崎市は，群馬県中部に位置している。伊勢崎市は，（旧）伊勢崎市，赤堀町，
境町，佐波郡東村の１市２町１村の新設合併（2005年１月１日）である。在任特例を
適用し，2006年４月23日の市議選は，新しい伊勢崎市を一つの選挙区とする選挙であ
った。群馬県内での合併した自治体では最も多い合併から３回目の選挙を行ってい
る。
合併前最後の市町村議会の定数
（旧）伊勢崎市26人，赤堀町20人，佐波郡東村18人，境町20人
2005年１月１日　伊勢崎市発足（新設合併）
2006年４月23日　伊勢崎市議選（定数34人　伊勢崎23人，赤堀１人，東村５人，境町
５人）
2010年４月25日　伊勢崎市議選（定数32人　伊勢崎20人，赤堀３人，東村５人，境町
４人）
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2014年４月27日　伊勢崎市議選（定数30人　伊勢崎21人，赤堀２人，東村４人，境町
３人）
④太田市
太田市は，（旧）太田市，藪塚本町，新田町，尾島町の１市３町による新設合併
（2005年３月28日）である。在任特例を適用し，2007年４月に初めての新しい太田市
議会議員選挙が新しい太田市を一つの選挙区として行われた。2011年４月には２回目
の太田市議選が行われた。
合併前最後の市町村議会の定数
（旧）太田市28人，藪塚本町14人，新田町20人，尾島町16人
2005年３月28日　太田市発足（新設合併）
2007年４月22日　太田市議選（定数38人　太田24人，藪塚４人，新田６人，尾島４人）
2011年４月24日　太田市議選（定数34人　太田21人，藪塚３人，新田６人，尾島４人）
⑤富岡市
富岡市は，（旧）富岡市と妙義町の１市１町による新設合併（2006年３月27日）で
ある。在任特例を適用し，2007年４月に最初の富岡市議選，2011年4月には２回目の
富岡市議選が行われた。
合併前の市町村議会の定数
（旧）富岡市24人，妙義町12人
2006年３月27日　富岡市発足（新設合併）
2007年４月22日　富岡市議選（定数24人　富岡20人　妙義4人）
2011年４月24日　富岡市議選（定数21人　富岡18人　妙義3人）
⑥安中市　
安中市は，（旧）安中市と松井田町の１市１町による新設合併（2006年3月18日）で
ある。在任特例を適用し，2007年４月に新しい安中市議会の最初の選挙が行われ，
2011年４月に２回目の安中市議選が行われた。
合併前最後の市町村議会の定数
（旧）安中市22人，松井田町18人
2006年３月18日　安中市発足（新設合併）
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2007年４月22日　安中市議選（定数28人　安中18人，松井田10人）
2011年４月24日　安中市議選（定数24人　安中16人　松井田８人）
⑦桐生市
桐生市は，新里村と黒保根村が2005年６月13日に編入合併してできた。高崎市と同
様に飛び地合併を選択した。当初は後述のみどり市となった笠懸町・大間々町・勢多
郡東村との広域な合併を模索していたが，笠懸町にある桐生競艇の扱いを巡り，桐生
市が飛び地合併，その間に挟まれている地域がみどり市となった経緯がある。
在任特例を適用し，旧２村の議員は，桐生市議となった。合併後初の2007年４月22
日の桐生市議選は，旧市村別の選挙区選挙とし，定数30人のうち，桐生選挙区26人，
新里選挙区４人，黒保根選挙区１名となった。2011年４月24日の桐生市議選は，桐生
市全域を一つの選挙区として行われた。
合併前最後の市町村議会の定数
桐生市26人，新里村18人，黒保根村12人
2005年６月13日　桐生市・新里村・黒保根村合併
2007年４月22日　桐生市議選（選挙区）
（定数31人　桐生26人，新里４人，黒保根１人）
2011年４月24日　桐生市議選（定数22人　桐生19人，新里２人，黒保根１人）
⑧みどり市
みどり市は，笠懸町・大間々町・勢多郡東村の２町１村による新設合併（2006年３
月27日）である。在任特例を適用し，2007年４月22日に最初のみどり市全域を選挙区
とする市議選が行われ，2011年４月の市議選は無投票当選であった。
桐生市のところでも触れたが，桐生競艇の扱いを巡り，広域合併が頓挫した経緯を
持つ。2014年５月に両市長が任意合併協議会の設立で合意し，現在合併を模索してい
るところである。
合併前最後の市町村議会の定数
笠懸町18人，大間々町16人，勢多郡東村12人
2006年３月27日　みどり市発足（新設合併）
2007年４月22日　みどり市議選（定数22人　笠懸12人，大間々７人，勢多郡東村３人）
2011年４月17日　みどり市議選　無投票（告示日）
（定数20人　笠懸10人，大間々８人，勢多郡東村２人）
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⑨渋川市20
渋川市は，（旧）渋川市，伊香保町，赤城村，子持村，北橘村，小野上村の１市１
町４村の新設合併（2006年2月20日）である。在任特例を適用し，2007年１月21日に
渋川市全域を選挙区とする市議選が行われ，2011年２月６日に２回目の市議選が行わ
れた。
合併前最後の市町村議会の定数
渋川市22人，伊香保町12人，赤城村16人，子持村16人，北橘村16人，小野上村10人
2006年２月20日　渋川市発足（新設合併）
2007年１月21日　渋川市議選
（定数30人　渋川15人，伊香保１人，赤城６人，子持４人，北橘３人，小野上１人）
2011年２月６日　渋川市議選
（定数26人　渋川９人，伊香保１人，赤城７人，子持３人，北橘５人，小野上１人）
⑩沼田市
沼田市は，白沢村と利根村を編入合併した。在任特例を適用し，2007年４月22日の
沼田市議選では沼田市全域をひとつの選挙区とし，定数は27人，2011年４月24日の沼
田市議選は定数22人で行われた。
合併前最後の市町村議会の定数
沼田市22人，白沢村12人，利根村16人
2005年２月13日　沼田市・白沢村・利根村合併
2007年４月22日　沼田市議選（定数27人　沼田20人，白沢２人，利根５人）
2011年４月24日　沼田市議選（定数22人　沼田17人，白沢２人，利根３人）
⑪藤岡市
藤岡市は，鬼石町を編入合併した。鬼石町議会議員は在任特例により2007年４月ま
で藤岡市議として務めることとなった。合併後は35人の定数の市議会となった。2007
年４月22日に藤岡市全域を選挙区とする市議選，2011年４月24日には合併後２回目の
市議選が行われた。
合併前最後の市町村議会の定数
藤岡市24人，鬼石町12人
2006年１月１日　藤岡市・鬼石町合併
2007年４月22日　藤岡市議選（定数24人　藤岡19人，鬼石５人）
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2011年４月24日　藤岡市議選（定数22人　藤岡17人，鬼石５人）
⑫東吾妻町
東吾妻町は，吾妻町と吾妻郡東村の１町１村による新設合併（2006年３月27日）で
ある。在任特例を適用し，2007年４月22日に東吾妻町全域を一つの選挙区とする町議
選が行われ，2011年４月24日には２度目の町議選が行われた。
合併前最後の市町村議会の定数
吾妻町16人，吾妻郡東村10人
2006年３月27日　東吾妻町発足（新設合併）
2007年４月22日　東吾妻町議選（定数18人　吾妻町13人，東村５人）
2011年４月24日　東吾妻町議選（定数14人　吾妻町10人，東村４人）
⑬みなかみ町
みなかみ町は，月夜野町・水上町・新治村の２町１村による新設合併（2005年10月
１日）である。みなかみ町議会は，在任特例を適用し，2006年４月には旧町村ごとの
選挙区選挙が行われた。2010年にはみなかみ町をひとつの選挙区とする町議選，2014
年４月には町全域を選挙区とする２回目の町議選が行われた。
合併前最後の市町村議会の定数
月夜野町18人，水上町14人，新治村14人
2005年10月１日　みなかみ町発足（新設合併）
2006年４月23日　みなかみ町議選（選挙区）
（定数23人，月夜野10人，水上６人，新治７人）
2010年４月18日　みなかみ町議選（定数18人　月夜野８人，水上４人，新治６人）
2014年４月20日　みなかみ町議選（定数18人　月夜野８人，水上４人，新治６人）
⑭中之条町
中之条町は，六合村と2010年３月28日に編入合併をした。これは群馬県内では新し
い方に入る合併である。中之条町議会では，在任特例を適用し，2011年４月24日の選
挙は，選挙区特例により中之条選挙区16人，六合選挙区２人の町議選であった。2015
年の町議選では中之条町全域を選挙区とする選挙になるため，周辺部の代表がどの程
度確保されるのかが焦点であろう。
堀　田　　　学
56
合併前最後の市町村議会の定数
中之条町　16人，六合村　10人
2010年３月28日　中之条町・六合村合併
2011年４月24日　中之条町議選（定数18人　中之条16人，六合村２人の選挙区選挙）
⑮神流町
神流町は，万場町と中里村による１町１村の新設合併（2003年４月１日）である。
神流町は在任特例を適用し，2005年２月20日に合併後初の町議選が行われた。その後，
2009年２月15日，2013年２月17日に町議選が行われている。なお，両町村は，人口減
少が著しく昭和の大合併でも合併が出た組み合わせであった。また，群馬県内では最
も早く合併が実現した自治体でもある。
合併前最後の市町村議会の定数
万場町　12人，中里村　10人
2003年４月１日　神流町発足（新設合併）
2005年２月20日　神流町議選（定数12人　万場８人，中里４人）
2009年２月15日　神流町議選（定数10人　万場８人，中里２人）
2013年２月17日　神流町議選（定数8人　万場６人，中里２人）
（2）議員数の変化
前節でみたように，群馬県内で行われた市町村合併に際して，議会は在任特例を適
用した。その後，前橋市，高崎市，桐生市，みなかみ町，中之条町では合併後最初に
行われる議会選挙で旧市町村を単位とする選挙が行われ，周辺地域に対して一定の配
慮をした形であるが，合併後２回目の議会選挙以降は市町全域をひとつの選挙区とす
る選挙が行われた。その結果，現時点では，合併した旧町村のうち，代表がゼロとな
るところはなかったが，周辺部の候補者の集約等が行われた可能性も高いと考えられ
る。いずれにしても１議席は小さな自治体であっても現在の市議会・町議会に議席を
得ている（表２）。
また，新設合併と編入合併の合併方式の違いによる議員数の変化は，大きな差異が
あるとは言えない。新設合併であれ，編入合併であれ，中心とされる旧市の規模が周
辺の旧町村を上回る規模の際には，周辺の旧町村の代表の減少が顕著である（前橋市，
高崎市，伊勢崎市，太田市，桐生市，沼田市）。また，合併した旧市町村の人口規模
がほぼ同じであったところなどは合併前の議会選挙の定数ほどは当選していないもの
の，議会内での過半数をひとつの旧市町村の代表によって占められているという状況
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表２
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には至っていない。
今井は，「合併前に議員であり，合併を決断した議員であった人たちのほとんどは，
合併後に議員をリタイアせざるをえない。おそらく，新市建設計画に盛り込まれた夢
に，旧市町村の地域社会と市民生活の維持を託したのである。彼らはその履行をモニ
タリングすることもできない」21と論じている。合併後，最長２年間の在任特例の間
は何らかの形でモニタリングも可能であったと思われるが，その後の選挙では，周辺
部に地盤を置く議員が著しく減少したことを見ると，周辺部の政治的意思の表明は乏
しいものとなっていると考えられる。
合併しなかった自治体の議会はどのような状況か。直近の議会選挙の定数を比べる
と，前橋市や高崎市のベットタウンである吉岡町や榛東村，玉村町は，それぞれ吉岡
町議会16人，榛東村議会14人，玉村町議会16人，山間地では，長野原町，嬬恋村，草
津町，高山村，片品村，川場村，昭和村，上野村が合併を選択しなかったが，長野原
町議会10人，嬬恋村議会14人，草津町議会12人，高山村議会10人，片品村議会14人，
川場村議会10人，昭和村議会12人，上野村議会10人であった。このなかで，もっとも
人口の少ない自治体は上野村（1337人，2015年１月１日現在）であるが，10人の議員
がいる。
このように見てみると，合併した自治体の周辺地域選出の議員数と合併しなかった
自治体の議員数は明らかに違う。それだけ地域の声が市政・町政に反映されにくくな
ったということもできよう。選挙制度にはそれぞれ長所と短所があり，完全な選挙制
度は存在しない。とはいえ，合併した自治体の中心部と周辺部を考えると，現在のよ
うな大選挙区制は必ずしも妥当なものとは言えないだろう。旧市町村ごとに選挙区を
設定することも合併の趣旨から行うべきではない。地方選挙にも「１票の格差」が存
在することを考えると，人口比で選挙区を設定し，「中選挙区制」的な制度も適用可
能にすることも一案であろうと考える22。
2014年は，地方議会議員の質の低下が大きく問われた年であった。群馬県内の市町
村議会を見ても，「無投票当選」や１名～２名が落選する「少数激戦」が小規模自治
体で多かった。また，議員定数の削減も選挙ごとに行われている例も多かった。日本
の地方自治は，二元代表制を採用しており，執行機関と議事機関との「チェック・ア
ンド・バランス」が基本であり，議員の成り手の減少，住民代表としての議員数の減
少は，議員歳費の削減という面においては効果があったかもしれないが，民主主義と
いうものを考えると，現在の状況は危機的状況であると考えることができるのではな
いだろうか。
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４．人口減少時代における地方自治体
平成の大合併とは，行財政改革が主眼と言えるものであった。実際，「合併によっ
てもたらされるメリットや期待は手薄になり，『行財政改革』の効果だけが鮮明に残
った。まさしく『究極の行財政改革』が自己目的化した現代日本の行財政運営の姿が
浮かび上がった」23との報告書もある。大森彌は，「議員の数を法定数より減じている
のは削減合理化（経費削減など）型の行政改革の議会版という傾向が強く，なぜ一定
数を減らすのか合理的な説明は乏しいようである」24と地方議員の定数削減について
論じている。
当初，合併の効果として考えられてきた「規模の拡大による効率化」，「合併特例債
を基にした新市づくり」，「人口増加」等々はその目論見を大きく外れた合併自治体も
多い25。また，合併自治体の施設も旧市役所・町役場・村役場はそのまま支所として
存在し，住民サービス低下と批判されることを恐れ，支所同士の統廃合などには至っ
ていない。それと同じく，図書館も旧自治体にあった公立図書館がそのまま分館とし
て残っている事例も多い。市町村議会は，合併直後の「在任特例」「定数特例」が問
題となったが，ほぼ10年経過していると，その間に２回は選挙が行われており，その
問題は解消した。しかし，議員数が減りすぎて代表性が確保できているのかという問
題や，多くの自治体が選挙において大選挙区制を採用しているため，中心部での得票
の方が周辺部での得票を上回り，合併したことで周辺部となった地域からの代表表出
機能が著しく減少している面もある。現在でも2015年４月に予定されている第18回統
一地方選挙に向けて議員定数の削減を図る地方議会もあった。住民にとっては，「議
員定数の削減」は，「自身の代表の減少」と捉えられることも可能であるが，実際は
どうであろうか。富岡市は，旧富岡市と旧妙義町が合併してできた自治体であるが，
人口は増えたものの市議会の議員定数は，合併前の旧富岡市議会よりも減少している。
富岡市議会は，2013年９月に「議員定数問題研究会」を設置し定数削減ありきではな
く，議会のあり方について検討してきた。2014年５月に出された「富岡市議会『議員
定数問題研究会』調査・検討報告書」において，合併後初の市議選の定数は24人であ
ったが，2011年の市議選の定数が21人となったことについて，「2009年９月14日付で，
区長会長から議長あてに現行定数24人を20人から22人に削減し，2011年の選挙より実
施するよう強く要望する『富岡市議会議員定数削減についての申し入れ』があった」
26という。そして，この報告書では，上記「申し入れ」より３人少ない18人を定数と
することを提言している27。2014年３月には定数18人とする条例案が全会一致で可決
された。このことは，定数削減に関して住民の批判や反発が目立ってなかったものと
考えられ，住民も議会も「コスト」面で議員定数を捉えている。桐生市議会でも「議
員定数の見直し」を「議会改革の取り組み状況」として紹介している28。
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2013年12月に発表された「増田レポート」が地方自治体に大きな衝撃を与えた29。
群馬県では35市町村のうち，11町村が2040年に「消滅可能性が高い」自治体に入って
おり，その中には合併を選択しなかった，南牧村，下仁田町，片品村，嬬恋村，長野
原町，草津町，甘楽町，上野村が入っている。生き残りの選択として合併をした神流
町も消滅可能性の高い自治体に入っている。
今から10年前の「平成の大合併」は，地方分権の受け皿論としての側面，逼迫する
財政状況から国策として進められた側面，合併特例債を活用した新市の活性化を求め
た側面など多様な側面があった。そして，この合併を振り返る際にも，肯定的な評価
をする研究もあれば，否定的な評価をする研究もある。そのなかで，行政の側面（支
所の数，職員数，公共サービスの状況など）から検証を行うものが多く，市町村議会
に焦点を当てたものは少なかったように思われる。群馬県の平成の大合併を市町村議
会の議員数という側面から捉えるのであれば，議員数が減少し，「コスト削減」は一
定程度達成できたものと考えられよう。しかし，合併を選択した自治体よりも合併を
選択しなかった自治体の方が「代表」を多く議会に選出しているという結果を考える
と，少なくなった代表選出をどう補うのか，住民意思をどう表出していくのかという
のが今後の課題であろう。さらに，地方議員の高齢化，立候補者の減少も多く，無投
票で当選する状況が全国的に広まってもいる。今後は現在の地方議会のあり方，人口
減少下の地方自治体について研究していくことがより一層重要になっていくと考えら
れる。
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